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今週・来週の主要経済指標と政治スケジュール 

注）上記の日程及び内容は変更される可能性があります。国名等は7ページの脚注をご参照ください。   出所）Bloomberg等、各種資料より当社経済調査室作成 
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月 火 水 木 金
12/25 26 27 28 29
（米） クリスマス（祝日） （日） 黒田日銀総裁 講演 （米） 11月 中古住宅販売仮契約指数（前月比） （日） 日銀金融政策決定会合主な意見

（日） 日銀金融政策決定会合議事要旨 　10月：+3.5% （日） 11月 鉱工業生産（速報、前月比）
（日） 11月 消費者物価（総務省）   （10月30日～31日分） 　11月：（予）▲0.5% 　10月：+0.5%

　総合　　　 10月：+0.2%、11月：（予）+0.5% （米） 10月 S&P/ｹｰｽ･ｼﾗｰ住宅価格指数 （米） 12月 消費者信頼感指数（コンファレンス・ボード） 　11月：（予）+0.5% 31
　除く生鮮　10月：+0.8%、11月：（予）+0.8% 　（20大都市、前月比） 　11月：129.5 （米） 12月 シカゴ購買部協会景気指数 （中） 12月 製造業PMI（国家統計局）
　除く生鮮食品・エネルギー 　9月：+0.52% 　12月：（予）128.0 　11月：63.9 　11月：51.8
　10月：+0.2%、11月：（予）+0.3%  10月：（予）+0.8% 　12月：（予）61.8 　12月：（予）51.7

1/1 2 3 4 5
（中） 12月 製造業PMI（マークイット） （米） FOMC議事録（12月12～13日開催分） （米） 12月 ADP雇用統計 （米） 12月 雇用統計

　11月：50.8 （米） 12月 米供給管理協会（ISM）製造業景気指数 （民間部門雇用者増減数、前月差） 非農業部門雇用者増減数（前月差）
　12月：（予）50.7 　11月：58.2 　11月：+19.0万人 　11月：+22.8万人、12月：（予）+18.5万人

　12月：（予）58.2 　12月：（予）+19.0万人 失業率  11月：4.1%、12月：（予）4.1%
平均時給（前年比） 11月：+2.5%、12月：（予）+2.5%

（米） 12月 米供給管理協会（ISM) 非製造業景気指数
　11月：57.4、12月：（予）57.5

米国の大型減税が遂に成立、来年初以降は同措置の物価への影響を見極める展開に 

 景気拡大が続き失業率が低下する中でも賃金やコア物価が上昇しない中、米

FRBは利上げを急がない構えであり、今後もリスク資産には居心地のいい環境が

続くとみられます。しかし、これまで落着いてきたインフレが上昇を始めれば景

色は一変するはずであり、来年初より市場は米減税の効果を見極めようとするで

しょう。欧州では、イタリアやドイツの政治情勢が注目を集めると予想されます。 

◆米国：3日のFOMC議事録(12月12-13日開催分)は、FRB議長会見もあったため

大きなサプライズは見込まれず。注目点は、税制改革の経済成長への影響や低失

業率下の低インフレを巡る議論です。3日のISM製造業景気指数(12月)は58.2と前

月と同水準の好調な水準と予想。11月の新規受注や生産は加速しており、12月も

同部門の勢いは持続した模様です。5日の雇用統計(12月)では、非農業部門雇用者

増減数は+18.5万人と前月の+22.8万人を下回りつつ好調で、失業率は4.1%と前月

と変わらず、平均時給の前年比は+2.5%と前月と同率になる見込みです。 

◆中国：31日の政府の製造業PMI(12月)は51.7と前月の51.8に続き堅調で、同部門

の底堅さを確認する見込み。大気汚染が深刻化する冬季には環境規制が強化され

金属など素材産業や鉱業の生産が下押しされる一方、最終製品の製造部門は底堅

い家計消費や好調な輸出を追い風に拡大を続けると予想されます。（入村） 

※本年もお世話になりました。良い年をお迎え下さい。新年号は1月9日号です。 

 

 先週の市場は、日米株価や米10年債利回りが上昇するなどリスク選好的な相場

となりました。先週20日、米上下院は調整の上一本化した税制改革法案を可決。

22日のトランプ大統領による署名を経て同改革が実現しました。法人税の恒久減

税と個人所得税の時限付減税(2025年まで)等からなる減税策による財政赤字増加

は今後10年間で1.5兆ドル。設備投資の即時償却措置なども加わり企業投資の押上

げが期待されます。現地エコノミストは一連の措置により2018年の経済成長率は

+0.2-0.4%ポイント押上げられると試算。経済構造の改善による潜在成長力の強化

は期待できないものの、一時的な景気押上げ効果は無視できません。 

 先週20-21日の日銀政策会合は市場予想通り現行政策の維持を決定。黒田総裁の

会見では、同総裁が11月13日の講演で言及した｢リバーサル･レート｣(過度な金融

緩和による金融仲介機能の阻害等)に質問が集中するも、同総裁は｢金利操作見直

しを意味しない｣と市場に広まった金利引上げの布石との憶測を一蹴。先週円は

対ドルで▲0.6%下落しました。先週は米10年債利回りが2.482%と前週の2.354%よ

り上昇。ドイツが来年の30年債増発を公表し同国債利回りが上昇する中で米長期

金利も上昇。米国債利回り曲線の平坦化を見込んだ取引が解消された模様です。 

 米長期金利が上昇する中でも米ドルの名目実効相場は下落しており、加ドル、

豪ドル、ユーロ、英ポンドなど多くの先進国通貨が対米ドルで上昇しました。 
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直近1週間の株式・長期金利・為替・原油価格 

出所）Bloomberg 出所）Bloomberg 

出所）Bloomberg 出所）Bloomberg 注）使用しているデータは引値、値表示はザラバベースによる。 

金融市場の動向 

注）先進国株はMSCI WORLD、新興国株はMSCI EM。 

  騰落幅と騰落率は1週間前（先々週末）比。 

  使用しているデータの値は、引値ベースによる。値表示は小数点以下切捨て。商品先物価格は期近物。 

  注）使用しているデータの値は、引値ベースによる。値表示は小数点以下切捨て。 

       

注）使用しているデータの値は、引値ベースによる。        

【長期金利】 日本・米国・ドイツの10年国債利回り 

【株式】 日経平均株価・NYダウ・ドイツDAX® 

【為替相場】 円・米ドル・ユーロ相場 
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【図１】 輸出は好調を維持、逼迫する労働需給 【図２】 株価は6年連続前年末比上昇へ、過去最高の企業収益 

日本 今年の日経平均株価は年末比で6年連続上昇へ 
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注）直近値は2017年12月22日。値表示は終値ベース。 

出所）Bloombergより当社経済調査室作成 

注）直近値は2017年7-9月期。対象は全産業。損益分岐
点比率は4四半期移動平均。 

出所）財務省より当社経済調査室作成 

 2017年も残すところ7日となり波乱の一年が終わろうとしています。今年は米ト

ランプ政権が誕生しロシアゲートなど政治不安が高まりました。また、欧州政治

の右傾化、北朝鮮の核・弾道ミサイル実験による米国との対立、中東情勢悪化、

米税制改革混迷がありました。国内でも森友・加計問題を巡る政治混乱、安倍内

閣支持率の低迷と解散・総選挙における小池新党｢希望の党｣旋風と失速など様々

な出来事がありました。明るい話題としては世界的な株高があり、日経平均株価

は一時2万3千円台をつけ、1989年の最高値と2008年バブル崩壊以降の最安値との

半値戻し水準に至りました。株価は年末比6年連続上昇の見込みです（図2左）。 

 企業収益の最高値更新を考慮すると、株価回復は継続するとみます（図2右）。

2018年はデフレ脱却が明確になり世の中の意識が変わる可能性があります。80年

代人気復活にみられるように、人々はより明るさを選好しつつあります。AIやIoT

など新しい分野の成長もあり躍進が期待できる年と考えています。（向吉） 

日経平均株価（年足） 日本 経常利益と損益分岐点比率 日本 有効求人倍率 日本 鉱工業生産・在庫率と実質輸出 

注）直近値は実質輸出が2017年11月、生産・在庫率は同年
10月。生産は同年11・12月生産予測指数の伸びで延長。 

出所）経済産業省、日本銀行より当社経済調査室作成 

注）直近値は2017年10月。季節調整値。 

出所）厚生労働省より当社経済調査室作成 

 先週の日経平均株価は為替の円安基調、米税制改革法案の年内成立を背景に堅

調となり、週末比で3週ぶりに上昇しました。他方、12月第2週における海外投資

家の日本株売買状況は現物・先物合わせ6週連続で売り越しとなり、需給はいいと

は言えません。今後も日本株をみる上で、米国株の動向が鍵となりそうです。 

 11月の実質輸出は大きく増加、海外需要の強さを示しました（図1左）。鉱工業

在庫率指数は足元上昇していますが、出荷が伸びることで在庫調整には至らない

とみられ、10-12月期の生産は大幅な増加が見込まれます。12月日銀短観で確認さ

れた様に、中小企業を中心に雇用の不足感は一段と高まっています。有効求人倍

率は既に43年9ヵ月ぶりの高水準にあり、正社員の倍率も1倍を超えてきました

（図1右）。2018年はいよいよ正社員の労働需給も逼迫し、賃金上昇圧力は徐々に

高まるとみています。政府は設備投資や賃金引上げに積極的な企業に対し、税優

遇措置をとることを決定しており、現在はデフレ経済の転換期といえます。 
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【図１】 税制改革実現の高揚感残り、株価は当面上値試しか   【図２】 目先は景気良好、インフレ圧力は限定的との見方継続か  

米国 相場の過熱感は絶えず意識も、企業収益への強気見通しに支えられ株高持続へ 

4 

 米国の税制改革法案が先週20日に上下院で可決され、22日にトランプ大統領が

署名し成立しました。事前より年内の成立を織り込んでいた株式市場では、可決

後は利益確定売り優勢となりましたが、10年国債利回りは20日に一時3月以来とな

る2.5%台まで上昇と、2018年の景気加速期待の高まりを示唆する動きといえます。 

 税制改革の目玉である恒久的な法人税減税（2018年より税率35→21%）の効果も

あり、2018年のEPS（一株当たり利益）が最大10%程度押し上げられるとの見方も

あります。直近のEPS見通し（S&P500ベース）は前年比+15.6%（12月14日集計時

点）と堅調なため（図1）、1月中旬から本格化する10-12月期決算発表では強気見

通しが続くと思われ、株価は上値を試す展開が予想されます。一方、景気への影

響ですが、財政悪化要因などを考慮した金利上昇によるマイナス面も予想される

ため、押し上げ効果は限定的との見方が大勢です。景気と株価は方向こそ上向き

もその温度差は根強く、相場の過熱感が一段と意識されやすい展開を予想します。 

 2017年最大の焦点であった税制改革が決着、21日には2018年度暫定予算の再延

長（2018年1月19日まで）も議会で可決されたこともあり、当面は米国景気拡大

の持続性に焦点が当たる見通しです。目先は28日のシカゴ購買部協会景気指数、

年明け1月3日のISM製造業景気指数、5日の雇用統計（すべて12月値）に注目です。 

 ISM指数については、9月に60.8と過去30年間のピーク圏に到達後、2ヵ月（10･

11月）連続低下となっていますが（図2左）、先行指標でもあるフィラデルフィ

ア連銀指数同様、低下ピッチ加速の可能性は低いと考えます。雇用統計について

は、安定した雇用増の一方、平均時給の伸びは緩やかといった内容が確認される

とみます（図2右）。1月3日公表の12月FOMC（連邦公開市場委員会）議事録と

合わせ、2018年も当局の慎重な利上げ（+0.25%×3回）が続くとの市場の見方は

変わらない見通しです。税制改革成立による高揚感が残るなか、一連の景気指標

が良好であれば、株高･金利上昇という素直な動きが続く見込みです。（瀧澤） 

出所）S&P、Bloombergより当社経済調査室作成 

米国 株価とEPS（S&P500） 米国 ISM製造業景気指数 米国 雇用者増減数と平均時給 

出所）米ISM、米労働省より当社経済調査室作成 

注）左図：直近値は2017年11月時点。 
  右図：平均時給は民間部門（管理者含む）。直近値は2017年11月時点。 

注）EPSは営業利益ベース。2017年4-6月期までが実績、同年7-9月期～2018年10-12月期までが 
  S&Pによる予測（2017年12月14日時点）。S&P500の直近値は2017年11月時点。 
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欧州 2017年、欧州株式は日米に劣後。スペイン･カタルーニャ独立問題は第2幕へ 

    

■スペイン･カタルーニャの乱は第2幕へ。 

 先週21日のスペイン･カタルーニャ州の議会選は、予想外に同州独立を唱える

独立派政党らが135議席の過半を抑える結果となりました（図2）。同州は、10

月にスペインからの独立を問う住民投票を実施、独立賛成多数で同州プチデモ

ン首相は独立を宣言、ラホイ首相の中央政府と政治的な「カタルーニャの乱」

へと発展しました。しかし、中央政府は憲法155条により同州自治権を停止し中

央政府へ移管、プチデモン同州首相も解任されベルギーへ敗走するなど事実上

同州は敗れ、今回同州議会選の運びとなりました。今回の選挙結果では、ラホ

イ首相率いる国民党は3議席と改選前の11議席から大きく減らしています。2018

年に入り開始されるとみられる、中央政府と独立派政党との同州自治権回復に

向けた交渉では、中央政府の独立阻止の姿勢に変化ないとみられますが、独立

派は自治権の拡大など一定の譲歩を引き出す可能性も高まりました。もっと

も、同国経済はGDPの約20%を占める同州の問題があっても好調を維持している

こともあり、市場を大きく揺るがす材料にはならないとみています。（徳岡） 

■2017年は日米に惨敗見込みの欧州株式市場 

 欧州ストックス600株価指数の先週の騰落率は+0.54%、NYダウ同+0.42%を上回っ

たものの、日経平均同+1.55%を下回る展開となりました。米税制改革の成立は世界

的に株価押し上げ要因となったものの、21日のスペイン･カタルーニャ州議会選での

予想外の結果が上値を抑える格好となりました。年初来（～12月22日）の欧州ス

トックスの騰落率は+7.99%、NYダウの同+25.26%、日経平均の同+19.82%に大きく

水をあけられました。ドイツDAX®の同+13.86%でみても欧州株式のパフォーマンス

は日米に比べ見劣りしました（図1左）。年前半は日米株価を上回る場面があるも、

年後半は税制改革などの期待を反映し上昇基調を維持した米国、海外投資家の評価

の高まりから急速に値を伸ばした日本株に対し、欧州株式はドイツ議会選、BREXIT

（英国のEU（欧州連合）からの離脱）などの政治的不透明感もあり追随できません

でした。3極企業の1株当り利益（EPS）の評価を比べても欧州企業のそれは明らかに

見劣り（図1央）、株価収益率が示唆する株価への（投資家の）期待も同様でした。

配当還元を重視の欧州株式（図1右）らしい立ち振る舞いだったと言えるでしょう。 

日米欧株価 1株当り利益伸び率 

注）ヨーロッパストックスは、ヨーロッパ･ストックス600。1株当り利益（EPS）伸び率は、予想EPSの伸び。 

                                                          出所）Bloombergより当社経済調査室作成 

【図２】カタルーニャの乱は第2幕へ 

日米欧株価 配当利回り スペイン･カタルーニャ州議会選挙 

議席配分（未確定） 

日米欧株価の年初来騰落率 

【図１】 欧州株式は日米に劣後。配当重視の欧州株式らしい立ち振る舞い 

注）カタルーニャ州プチデモン前首相が率いるのは「カ
タルーニャのための連合」党、ラホイ首相が率いるのは
「国民党」。 

    出所）各種報道より当社経済調査室作成 
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アジア・新興国 インド：グジャラート州議会選挙では与党BJPが州政権を死守 

出所）インド中央統計局、マークイット、CEIC、Bloombergより当社経済調査室作成 出所）インド自動車工業会(SIAM)、インド準備銀行(RBI)、CEIC、Bloombergより当社経済調査室作成 

【図１】 4-6月期まで鈍化を続けた景気は7-9月期に反発 (左) 【図２】 堅調な二輪車販売(左)、底堅いルピー相場(右) 

 先週18日、インド北西部のグジャラート州(GJ州)議会選挙の開票が始まると、

金融市場は大きく動揺。事前の世論調査と出口調査で優勢だった与党インド人民

党(BJP)が野党インド国民会議派(INC)と拮抗し敗北の可能性すら意識されたこと

が背景です。通貨ルピーは一時▲1.0%下落し、株価(SENSEX指数)も一時▲2.6%下

落。もっとも、開票が進みBJPが議席数を減らしつつ勝利したことが分かると市場

は安堵し、ルピーは▲0.3%安。株価は+0.4%高まで値を戻して同日を終えました。 

 市場が大きく反応したのは、同選挙がモディ首相への信任投票と解釈されたた

めでしょう。昨年11月の高額紙幣廃貨や今年7月初の物品サービス税(GST)導入は

大きな経済混乱をもたらし景気を下押ししました(図1左)。今回の選挙は痛みを伴

う経済改革に対する有権者の評価を図る場としても広く注目されることになりま

した。2019年4-5月には、モディ首相の率いるBJP政権の再選のかかった下院総選

挙が控え、それまでにも複数の重要州の議会選挙が予定されています。 

 今回のGJ州議会選挙の結果が思わしくなければ、政府が農村部の有権者の歓心

を買うために農作物の最低支持価格(MSP)の大幅な引上げなど財政悪化と食品物

価上昇につながる措置を取りかねないとの懸念も金融市場で浮上。しかし、BJPは

議席を減らしつつGJ州の政権を維持し、こうした懸念はひとまず沈静化しました。 

 企業が過剰な設備と債務の削減に取組む中、2度にわたるショック(高額紙幣廃

貨とGST導入)も重なり、景気は今年4-6月期にかけて減速したものの、7-9月期の

実質GDPは前年比+6.3%と前期の+5.7%より加速(図1左)。低迷を続けた景気はよう

やく底を打ちました。足元では製造業購買担当者指数(PMI)が上昇し(図1右)、農村

部の耐久財需要を示す二輪車販売も堅調(図2左)。景気は回復を続けている模様で

す。10-11月には世界銀行の投資環境評価の順位やムーディーズの格付けが引上げ

られ、経済構造の改善が印象付けられました。緩やかに回復する景気や相対的に

高い金利も加わり今後も通貨ルピーは底堅く推移すると予想されます。（入村） 

注）本稿は、12月25日付アジア投資環境レポートの要約です。 
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  出所）Bloomberg等、各種資料より当社経済調査室作成 

今週の主要経済指標と政治スケジュール 

注） （米）は米国、（日）は日本、（欧）はユーロ圏、（英）は英国、（独）はドイツ、（仏）はフランス、（伊）はイタリア、（加）はカナダ、（豪）はオーストラリア、（中）は中国、（印）はインドをそれぞれ指します。 

   赤字は日本、青字は米国、緑字はユーロ圏とEU全体、黒字はその他のイベントを表します。経済指標と政治スケジュール、企業決算の日程及び内容は変更される可能性があります。              

月 火 水 木 金

12/16 19 20 21 22
（他） 南アフリカ 与党ANC党大会（～20日） （米） 7-9月期 経常収支 （日） 日銀金融政策決定会合（～21日） （日） 黒田日銀総裁記者会見 （米） 11月 耐久財受注

　4-6月期：▲1,244億米ドル 　政策金利残高適用金利：▲0.1%⇒▲0.1% （航空除く非国防資本財、前月比）

　7-9月期：▲1,006億米ドル （日） 11月  訪日外客数（推計値） （米） 7-9月期 実質GDP（確報値、前期比年率） 　10月：+0.8%、11月：▲0.1%
18 （米） 11月 住宅着工・許可件数（着工、年率） 　10月：259万人 　4-6月期：+3.1% （米） 11月 新築住宅販売件数（年率）

（日） 11月 貿易収支（通関ベース、季調値） 　10月：125.6万件 　11月：238万人 　7-9月期：+3.2%（改定値：+3.3%） 　10月：62.4万件、11月：73.3万件
　10月：+3,493億円 　11月：129.7万件 （米） 12月 フィラデルフィア連銀景気指数 （米） 11月 個人所得・消費（前月比）
　11月：+3,641億円 （米） 11月 中古住宅販売件数（年率） 　11月：+22.7、12月：+26.2 　所得　10月：+0.4%、11月：+0.3%

（独） 12月 ifo景況感指数 　10月：550万件 　消費　10月：+0.2%、11月：+0.6%
（米） 12月 全米住宅建築業協会（NAHB）住宅市場指数 　11月：117.6 　11月：581万件 （欧） スペイン カタルーニャ州議会選挙 　デフレータ（除く食品・エネルギー、前年比）

　11月：69 　12月：117.2 　　　　　10月：+1.4%、11月：+1.5%
　12月：74 （他） タイ 金融政策委員会 （米） 12月 ミシガン大学消費者信頼感指数（確報）

 翌日物レポ金利： 1.5%⇒1.5% 　11月：95.1、12月：95.9（速報値：96.8）
（中） 中央経済工作会議（～20日）

（中） 11月 新築住宅価格（70都市） （独） 1月 GfK消費者信頼感指数
（主要70都市、前月比で上昇した都市数） 　12月：+10.7、1月：+10.8
　10月：50、11月：50 （英） 7-9月期 実質GDP（確報値、前期比） （仏） 7-9月期 実質GDP（確報値、前期比）

　4-6月期：+0.3% 　4-6月期：+0.6%
　7-9月期：+0.4%（改定値：+0.4%） 　7-9月期：+0.6%（改定値：+0.5%）

25 26 27 28 29
（米） クリスマス（祝日） （日） 黒田日銀総裁 講演 （米） 11月 中古住宅販売仮契約指数（前月比） （日） 日銀金融政策決定会合主な意見 （日） 東京証券取引所 大納会

株式・債券市場 休場 （日） 日銀金融政策決定会合議事要旨 　10月：+3.5% （日） 11月 鉱工業生産（速報、前月比）
  （10月30日～31日分） 　11月：（予）▲0.5% 　10月：+0.5% （米） 債券市場 短縮取引（午後2時まで）

（独） 株式市場 休場 （日） 11月 企業向けサービス価格（前年比） （米） 12月 消費者信頼感指数（コンファレンス・ボード） 　11月：（予）+0.5%
（仏） 株式市場 休場 　10月：+0.8%、11月：（予）+0.8% 　11月：129.5 （日） 11月 商業販売額（小売業、前年比） （英） 株式市場 短縮取引

（日） 11月 家計調査（実質消費支出、前年比） 　12月：（予）128.0 　10月：▲0.2%
（英） 株式市場 休場 　10月：0.0%、11月：（予）+0.5% 　11月：（予）+1.0% （他） ブラジル 11月 失業率

（日） 11月 完全失業率 　10月：12.2%
（他） 香港 株式市場 休場 　10月：2.8%、11月：（予）2.8% （米） 12月 シカゴ購買部協会景気指数 　11月：（予）12.1%
（他） インド 株式市場 休場 （日） 11月 消費者物価（総務省） 　11月：63.9 （他） ブラジル 株式市場 休場

       （他） ブラジル 株式市場 休場 　総合　　　 10月：+0.2%、11月：（予）+0.5% （日） 11月 有効求人倍率 　12月：（予）62.0
　除く生鮮　10月：+0.8%、11月：（予）+0.8% 　10月：1.55倍、11月：（予）1.56倍
　除く生鮮食品・エネルギー 31
　10月：+0.2%、11月：（予）+0.3% （独） 株式市場 休場 （中） 12月 製造業PMI（国家統計局）

（仏） 株式市場 休場 　11月：51.8
（米） 10月 S&P/ｹｰｽ･ｼﾗｰ住宅価格指数 　12月：（予）51.7

　（20大都市、前月比） （英） 株式市場 休場
　9月：+0.52%、10月：（予）+0.6% （他） 香港 株式市場 休場

1/1 2 3 4 5
（中） 12月 製造業PMI（マークイット） （米） FOMC議事録（12月12～13日開催分） （日） 東京証券取引所 大発会 （日） 12月 新車登録台数（軽自動車除く、前年比）

　11月：50.8 （米） 11月 建設支出（前月比） 　11月：▲5.4%、12月：（予）NA
　12月：（予）50.7 　10月：+1.4% （米） 12月 新車販売台数（輸入車含む、年率）

　11月：（予）+0.7% 　11月：1,740万台 （米） 11月 貿易収支（通関ベース）
（米） 12月 米供給管理協会（ISM）製造業景気指数 　12月：（予）1,750万台 　10月：▲487億ドル、11月：（予）▲480億ドル

　11月：58.2 （米） 12月 ADP雇用統計 （米） 11月 製造業受注（除く輸送、前月比）
　12月：（予）58.2 （民間部門雇用者増減数、前月差） 　10月：+0.8%、11月：（予）NA

（米） 連邦議会 上下院開会 　11月：+19.0万人 （米） 12月 雇用統計
　12月：（予）+19.0万人 非農業部門雇用者増減数（前月差）

　11月：+22.8万人、12月：（予）+18.5万人
失業率  11月：4.1%、12月：（予）4.1%
平均時給（前年比） 11月：+2.5%、12月：（予）+2.5%

（豪） 11月 貿易収支 （米） 12月 米供給管理協会（ISM) 非製造業景気指数
　10月：+1.05億豪ドル、11月：（予）+5.0億豪ドル 　11月：57.4、12月：（予）57.5

（他） ブラジル 11月 鉱工業生産（前年比） （欧） 12月 消費者物価（速報、前年比）
　10月：+5.3% 　11月：+1.5%、12月：（予）+1.4%
　11月：（予）+4.1%

先
　
　
週

今
　
　
週

来
　
　
週
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本資料に関してご留意頂きたい事項 
■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱ＵＦＪ国際投信が作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。  
 本資料は、投資勧誘を目的とするものではありません。 
■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 
■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。 
■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するもので 
 はありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。 
■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱UFJ国際投信戦略運用部経済調査室の見解です。また、三菱UFJ国際投信が設定･運用する 
 各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。 

本資料中で使用している指数について 

「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。 

TOPIX（東証株価指数）に関する知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。    

ドイツ「DAX®」：本指数は、情報提供を目的としており、売買等を推奨するものではありません。 

FTSE International Limited(“FTSE”)©FTSE。“FTSE®”はロンドン証券取引所グループ会社の登録商標であり、FTSE International Limitedは許可を得て使用しています。
FTSE指数、FTSE格付け、またはその両方におけるすべての権利は、FTSE、そのライセンサー、またはその両方に付与されます。FTSEおよびライセンサーは、
FTSE指数、FTSE格付け、もしくはその両方、または内在するデータにおける誤りや省略に対して責任を負わないものとします。FTSEの書面による同意がない限
り、FTSEデータの再配布は禁止します。 

STOXXリミテッドはストックス･ヨーロッパ600指数に連動する金融商品を推奨、発行、宣伝又は推進を行うものではなく、本金融商品等に関していかなる責任も
負うものではありません。    

MSCI World、MSCI EMに対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。 

Markit Economics Limitedの知的財産権およびその他の一切の権利はMarkit Economics Limitedに帰属します。 

 


